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１. はじめに 

 

 ２０２０年６月５日に成立、同月１２日に交付された「金融サービスの利用者の利便の向上及び保

護を図るための金融商品の販売等に関する法律等の一部を改正する法律」（令和２年法律第５０号）

の施行が、２０２１年に予定されています。同法は、法令名のとおり金融サービスの利用者の利便性

向上と保護の確保を目的としており、金融商品取引法、金融商品販売法、銀行法、保険法等、資金決

済法等につき横断的な改正が行われています。1 

 以下では、同法のうち、「資金決済に関する法律」（以下「資金決済法」といいます。）の改正部

分につき、概要を説明します。 

 

２. 改正の背景及び概要 

  

 今回の資金決済法改正は、情報通信技術の発展と、資金決済ニー

ズの多様化に対応するために行われます。具体的には、①キャッシ

ュレス決済の普及に伴う、利用者の利便性の向上と、②キャッシュ

レス決済利用者の保護による安心・安全の確保といったニーズの実

現を図ることを目的としており、その実現手段として、規制の見直

しが行われました。改正が行われた項目は大きく分けて、資金移動

業の規制見直しと、収納代行への対応の２点となります。 

 

３. 資金移動業の規制見直し 

 

従来の資金決済法では、資金移動業者は１００万円を上限とした

為替取引のみ認められていました。しかし、海外送金を含めて、個

人による高額商品・サービスの購入や企業間決済の際に利用する等

 

1金融庁「金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るための金融商品の販売等に関する法律等の一部を

改正する法律案 説明資料」2020 年 3 月(https://www.fsa.go.jp/common/diet/201/01/setsumei.pd) 

国立国会図書館「金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るための金融商品の販売等に関する法律等の

一部を改正する法律 法令情報詳細画面」 

（https://hourei.ndl.go.jp/simple/detail?lawId=0000151757&current=-1） 



 

のニーズが利用者側にありながら、従来の資金移動業者はこれに対応することができませんでした。

また、送金の取扱件数が増加する一方で、送金のニーズは低額の送金が大半を占めており、件数ベー

スでは５万円未満の送金が約９割に上ります。つまり、キャッシュレス決済利用者には、１００万円

以上の高額決済と、５万円以下の少額決済のニーズがあります。これに対応するため、改正資金決済

法は資金移動業者を以下の３類型に再構成することとなりました。 

・高額類型「第一種資金移動業」（認可制）：１００万円以上の為替取引を取り扱い可能 

 ・現行類型「第二種資金移動業」（登録制）：１００万円以下の為替取引のみ可能 

 ・少額類型「第三種資金移動業」（登録制）：５万円以下の為替取引のみ可能 

これまでの資金移動業者は、登録を受ければ資金移動業を営むことができました。第二、第三種資

金移動業は、これまでと変わらず、登録を行えば資金移動業を営むことができます。しかし、第一種

資金移動業については、内閣総理大臣の認可を受けなければならない認可制とされ、より厳格な手続

きが求められます。 

 

改正資金決済法は、資金移動業を上記の３類型に分けたうえで、それぞれの類型に対応する形で、

利用者資金の保全に関する規制を定めています。また、現行法と同様、利用者資金の保全方法として

供託、保証、信託の手段を採用していますが、改正資金決済法では、保全のタイムラグの縮小（現行

法で要求される供託等の額は、前週の預かり額の実績により決定されますが、その場合、実際に利用

者から預かっている額と供託額にズレが生じます。）の観点から、見直しが行われています。 

現行法と大きく異なる保全方法が採用されているのが、第三種資金移動業です。第三種資金移動業

を営む事業者は、内閣総理大臣に届出書を提出すれば、履行保証金供託などの既存の保全方法に代え

て、銀行等に対する預貯金で保全額を管理することが認められます。 

また、滞留規制に関連して、第一種資金移動業を営む資金移動業者に対しては、具体的な送金指示

（移動する資金の額、資金を移動する日、資金の移動先）を伴わない資金の受け入れを禁止する規制

と、資金の移動に関する事務処理のために必要な期間を超えた為替取引に関する資金の受入を禁止す

る規制が設けられています。第一種資金移動業は高額の資金移動を取り扱う関係上、破綻等した場合

の利用者に与える影響や社会的・経済的な影響は他の類型と比較しても大きくなります。このため、

運用上・技術上必要な期間を越えて利用者の資金が滞留しないようにする、厳格な滞留規制が課され

ます。なお、第一種資金移動業者が行う為替取引には、１件当たりの金額が１００万円以下であって

も、上記の滞留規制が課されることには注意が必要です。       

 

     第一種資金移動業 第二種資金移動業     第三種資金移動業 

滞 

留 

規 

制 

・①移動する資金の

額②資金を移動する

日③資金の移動先を

明 ら か に す る こ と

（改正資金決済法 51

条の 2 第 1 項） 

・資金の移動に関す

る事務を処理するた

めに必要な期間を超

・為替取引に関する

債務が 100 万円を超

える場合、利用者の

資金が為替取引に用

いられるものか確認

するための体制を整

備すること（改正内

閣府令 30 条の２第 1

項） 

滞留可能 



 

えて債務を負担しな

いこと 

（同条 2 項） 

・為替取引に用いら

れないものを保有し

ないための措置を講

じ る こ と （ 同 条 2

項） 

利 

用 

者 

資 

金 

の 

保 

全 

供託，保証，信託 

  

供託，保証，信託 

  

供託，保証，信託 

＋ 

自己の財産と分別し

た預金管理も可能 

（改正資金決済法 45

条の 2 第 1 項） 

 

 

４. 収納代行への対応 

 

 また、現行法では、債権者の依頼を受けて債務者から代金を回収（収納代行）する事業者は、規制

対象に含まれていませんでした。 

 改正資金決済法は、利用者保護の観点から、近年登場した「収納代行」と称しつつ、実質的には一

般利用者間の送金を行うサービスについて「為替取引」に該当するとし、資金移動業の登録を求める

ことを明確化しました（改正資金決済法２条の２）。 

ただし、「為替取引」に該当するとして資金移動業の登録を求めることが明確化されたのは、いわ

ゆる「割り勘アプリ」などと言われる、実質的に一般利用者間の送金サービスとなっているものだけ

になります。宅配業者の代金引換や、コンビニの収納代行といった、企業が受取人となっている送金

サービスは、現在まで深刻な問題は指摘されていません。そのため、債権者が事業者で、かつ、債務

者（一般利用者）に二重払いの危険がないものについては、利用者保護の必要性は小さいことから、

現状維持として資金移動業の登録は義務付けられていません。 

 

以上 
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